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「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」様式

例の追加等について 

 

 

平素から、労働行政にご理解ご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、治療と仕事の両立支援対策については、平成 28 年２月 23 日付け基発

0223 第５号、健発 0223 第３号、職発 0223 第７号「事業場における治療と職業生

活の両立支援のためのガイドラインについて」に基づき、事業場における治療と

職業生活の両立支援のためのガイドライン（以下「ガイドライン」という。）の

周知徹底により事業者等の取組の推進を図っているところです。 

今般、令和６年３月１１日付け基安労発0311第３号をもって厚生労働省労働基

準局安全衛生部労働衛生課長から、別添のとおり通達（以下「通達」という。）

があり、従前の前者の枠組み（通達別紙の１「現在のスキーム」参照）に加え、

後者の枠組み（通達別紙の２「追加するスキーム」参照）に利用することを前提

とした「労働者が主治医に自ら勤務情報を提供し、かつ、この情報に基づき主治

医が就業上の意見等を提示するための様式例（治療と仕事の両立支援連絡カー

ド）」をガイドラインの様式例として追加することとしたほか、ガイドラインの

参考資料に掲載している統計等データについても必要な更新をしたところです。 

治療と仕事の両立支援を必要とする労働者や事業者に対し、ガイドラインの周

知を行っていただくようお願いいたします。 
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「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」様式例の追加等について 

治療と仕事の両立支援対策については、平成 28 年２月 23 日付け基発 0223 第５号、健発 0223 第
３号、職発 0223 第７号「事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドラインについ
て」に基づき、事業場における治療と職業生活の両立支援のためのガイドライン（以下「ガイドラ
イン」という。）の周知徹底により事業者等の取組の推進を図っているところである。

治療と仕事の両立支援（以下「両立支援」という。）については、両立支援を必要とする労働者が
勤務先に両立支援の申し出をすることから始まるが、その際、主治医からの就業上の配慮に関する
意見を示した書面（主治医意見書）を得て、これを事業場に提出することが重要である。 

主治医から的確な意見を得るに当たっては、労働者は自身の勤務先に係る勤務情報を提供する必
要があるが、正確な勤務情報を主治医に提供するためには、患者である労働者（以下「労働者」と
言う。）が勤務先の労務担当者等と共同して勤務情報を記載した書面（勤務情報提供書）を作成し、
これを主治医に提出することが望まれるところであり、これまでガイドラインの参考資料の様式例
集においては、この取扱を前提とした「勤務情報を主治医の提供する際の様式例」、「治療の状況や
就業継続の可否等について主治医の意見を求める際の様式例」等を示していたところである。 

一方、主治医から就業に関する指導や意見を得たことがあるとする労働者のうち、約 63％が疾病
診断時等の一般診療の場で直接口頭で主治医に勤務情報を伝えているなどの状況が見られるところ
であり、労働者が勤務先の労務担当者等に相談する前の一般診療の機会を逃すことなく、労働者の
両立支援につなげていく枠組みも必要である。 

このため、今般、研究事業（令和５年度厚生労働科学研究費補助金研究）において提案された様
式案を参考に有識者や医療関係団体、労使関係者等による検討を行い、ガイドラインの一部改訂と
して、従前の前者の枠組み（別紙の１「現在のスキーム」参照）に加え、後者の枠組み（別紙の２
「追加するスキーム」参照）に利用することを前提とした「労働者が主治医に自ら勤務情報を提供
し、かつ、この情報に基づき主治医が就業上の意見等を提示するための様式例（治療と仕事の両立
支援連絡カード）」をガイドラインの様式例として追加することとした。 

また、ガイドラインの参考資料に掲載している統計等データについても必要な更新したところで
ある。 



上記の改訂を加えたガイドラインの全体は別添のとおりであり、その内容について了知いただ
くとともに、地域両立支援推進チームの構成員をはじめ、管内の医療機関や支援機関、事業場及
びそこで働く労働者等に対して積極的に周知を図っていただくようお願いする。 

なお、改訂ガイドラインについては、委託業者から各労働局あてに印刷物を一定部数送付するほ
か、厚生労働省ウェブサイトにも掲載するので、周知に取り組む際は効果的に活用されたい。 
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